
資料４－１（１）

平成２０年度科学技術関係予算概算要求における地域科学技術振興に係る各府省制度（地域科学技術クラスター連携群関連）

所管府省 制度名 平成２０年度要求額 （ 平成１９年度予算額 ） 備考

内閣府 沖縄イノベーション創出事業 333 百万円 （ 270 百万円 ）

内閣府 沖縄科学技術大学院大学 15,597 百万円 （ 8,726 百万円 ）

総務省 戦略的情報通信研究開発推進制度 3,400 百万円 （ 2,950 百万円 ） 地域枠の設定あり

総務省
最先端の研究開発テストベットネットワー
クの構築

4,145 百万円 （ 4,145 百万円 ）

文部科学省 知的クラスター創成事業 1,730 百万円 （ 3,420 百万円 ）

文部科学省 知的クラスター創成事業（第Ⅱ期） 9,990 百万円 （ 5,521 百万円 ）

文部科学省 都市エリア産学官連携促進事業 5,140 百万円 （ 4,510 百万円 ）

文部科学省 地域イノベーション創出総合支援事業 14,384 百万円 （ 9,411 百万円 ）

文部科学省 地域結集型共同研究事業 1,321 百万円 （ 2,341 百万円 ）

厚生労働省 （独）医薬基盤研究所 11,313 百万円 （ 11,333 百万円 ） ※クラスター関連予算はこの一部

農林水産省
先端技術を活用した農林水産研究高度化
事業

0 百万円 （ 5,220 百万円 ） 地域枠の設定あり、Ｈ１９年度終了

農林水産省
新たな農林水産政策を推進する実用技術
開発事業

8,969 百万円 （ 0 百万円 ） 新規（このうち、地域科学技術振興に関するもの）

経済産業省 地域新生コンソーシアム研究開発事業 0 百万円 （ 9,918 百万円 ） 各地方経済産業局で課題採択、Ｈ１９年度終了

経済産業省 地域新規産業創造技術開発費補助事業 0 百万円 （ 3,350 百万円 ） 各地方経済産業局で課題採択、Ｈ１９年度終了

経済産業省 広域的新事業支援ネットワーク等補助金 1,274 百万円 （ 1,699 百万円 ）

経済産業省 広域的新事業支援連携等推進委託費 79 百万円 （ 79 百万円 ）

経済産業省

地域イノベーション協創プログラム 10,268 百万円 （ 0 百万円 ） 事業の整理、統合を経て新規要求

　創造的産学連携体制整備事業 549 百万円 （ 0 百万円 ）

　地域イノベーション創出共同体形成事業 1,219 百万円 （ 0 百万円 ）

　地域イノベーション創出研究開発事業 6,500 百万円 （ 0 百万円 ）

　大学発事業創出実用化研究開発事業 2,000 百万円 （ 8,700 百万円 ） 平成19年度予算額は8700百万円の内数

国土交通省 建設技術研究開発助成制度 1,350 百万円 （ 400 百万円 ）
高度な実用化研究開発を目指した地域枠「地域再生推進等に資する実用化技
術の研究開発助成経費」450百万円（100百万円）を含む

環境省 環境技術開発等推進費 1,600 百万円 （ 881 百万円 ）

環境省
地域の産学官連携による環境技術開発
基盤整備モデル事業

58 百万円 （ 48 百万円 ）

合計 90,951 百万円 ( 74,222 百万円 )
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資料４－１（２）

地域振興に資する部分を含む競争的資金制度とその内容

所管府省 配分機関 制度名 平成２０年度要求額 （ 平成１９年度予算額 ） 地域振興に係る部分

総務省 総務省 戦略的情報通信研究開発推進制度 3,400 百万円 （ 2,950 百万円 ）

平成１６年度より、地域振興を目的とした「地域ＩＣＴ振興
型研究開発」プログラムを設け、地域に密着した大学や、
地域の中小・中堅企業が中心となって実施する研究開発
を積極的に支援している。平成１９年度は採択件数を倍
増した。

総務省
独立行政法人
情報通信研究機構

民間基盤技術研究促進制度 6,500 百万円 （ 6,500 百万円 ）

平成１７年度から、複数の連携大学に受付及び一部の審
査を委託する「地域中小企業・ベンチャー重点支援型」を
追加しており、日本各地に潜在しているベンチャー企業等
による研究開発課題の発掘を行っている。また、平成１９
年度から、「地域中小企業・ベンチャー重点支援型」の公
募機会を年２回に拡大した。

文部科学省
独立行政法人
科学技術振興機構

重点地域研究開発推進プログラム
（地域イノベーション創出総合支援事業の
うち）

14,384 百万円

（ 8,273 百万円 ）

本事業は地域におけるイノベーション創出の支援を目的
として実施しているところである。そのためにも全国の大
学・企業等から優れた課題の収集を図るべく、ＪＳＴイノ
ベーションプラザ・サテライトを拠点として公募説明会を開
催したり、特にシーズ発掘試験については大学だけでは
なく高専や公設試等へ応募課題の掘り起こしを行うため
の事業制度の紹介等の広報活動を実施している。今後と
も多様な機関に課題を募集し、産学官連携活動の裾野の
多様性の拡大も努めていく所存。

文部科学省
独立行政法人
科学技術振興機構

地域結集型研究開発プログラム
（地域イノベーション創出総合支援事業の
うち）

（ 1,138 百万円 ）

本事業は地域におけるイノベーション創出の支援を目的
として実施しているところである。そのためにも全国の大
学・企業等から優れた課題の収集を図るべく、公募説明
会を開催したり、事業制度の紹介等の広報活動を実施し
ている。今後とも多様な機関に課題を募集し、産学官連
携活動の裾野の多様性の拡大も努めていく所存。

農林水産省 農林水産省

先端技術を活用した農林水産研究高度化
事業
（H20年度より、新たな農林水産政策を推
進する実用技術開発事業：8,969百万円の
一部へ再編予定）

0 百万円 （ 5,220 百万円 ）

現行事業においては、地域の多様な研究機関による特色
ある取組みや新産業・新分野の創出を促進するため、地
域の公設試を含めた研究機関の連携による研究開発や
他府省・他分野の研究機関の連携による研究開発を支援
しているところ。見直し後の事業においても同様の運用と
することを検討。
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資料４－１（２）

経済産業省

独立行政法人
新エネルギー・産業
技術総合開発機構
（NEDO）

大学発事業創出実用化研究開発事業
（H20年度より、地域イノベーション協創プ
ログラム：10,268百万円のうち）

2,000 百万円 （ 8,700
百万円
の内数

）

・革新的な技術ポテンシャルを有する大学、公的研究機
関等における優れた研究者等の発掘を実施。
・大学、公的研究機関等に対し、公募説明会等を開催し、
地方を中心とした本事業未経験の研究者等が有するシー
ズ技術の発掘を実施している。

経済産業省 経済産業省 地域新生コンソーシアム研究開発事業 0 百万円 （ 9,918 百万円 ）

本制度は高度な実用化研究開発を通じた地域における
新産業・新事業の創出を目的としており、評価項目として
技術面・事業化可能性面のほかに地域の産業政策上の
観点からの評価も設け、地域への技術的・経済的波及効
果に資するプロジェクトの採択について配慮している。

経済産業省 経済産業省 地域イノベーション創出研究開発事業 6,500 百万円 （ 0 百万円 ）

各地域の資源の総力を結集・総動員することにより地域
発のイノベーション創出を加速させることを目的として、産
学連携による共同研究体の下で、実用化研究開発を実
施する。

国土交通省 国土交通省 建設技術研究開発助成制度 1,350 百万円 （ 400 百万円 ）

【実用化研究開発公募】においては、地域ニーズ等に応じ
た実用化段階の技術研究開発に対して補助を行うもので
あり、個々の地域における地域再生を促進するため、”地
域再生計画”に即した研究開発課題については、審査の
際に優遇するなど積極的に対応している。

環境省 環境省 環境技術等開発推進費 1,600 百万円 （ 881 百万円 ）

本事業は、公害の防止・自然環境の保全等に資する研
究・技術開発の推進を図ることを目的とした競争的研究
資金。地域における環境研究・技術開発については、地
域の独自性・特性を活かした研究・開発課題枠を設定し
ている。他府省との連携においては、平成２０年度募集要
項においても、上記課題枠において、「「地域科学技術ク
ラスター」対象施策である他府省の研究・技術開発施策で
生み出された技術シーズを活用すること。」を課題採択の
条件の一つとしており、引き続き、連携に努めて参りた
い。

4


	地域科学技術に係る各府省制度（連携施策群関連）
	地域振興に資する部分を含む競争的資金制度



